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要  旨 

本研究では，地方都市において過剰に供給されている路外駐車施設の集約や，荷捌き駐車

場としての活用など，荷捌き活動に着目した駐車施設の地域ルールに検討できるように，地

方都市の中心市街地の荷捌き駐車の実態と駐車施設の利用実態の関係を明らかにすることを

目的とする．特に，①地方都市の中心市街地ならびに荷捌き駐車場の実態，駐車場条例や地

域ルールなどの実態整理，②地方都市である栃木県宇都宮市を対象に駐車施設の利用実態と

荷捌き活動の実態の比較を中心に行った． 
地方都市として事例にあげる栃木県宇都宮市で進められている次世代型路面電車（LRT）

プロジェクトの紹介ならびに宇都宮市で取り入れられる付置義務駐車台数緩和政策などの施

策を整理し，現計画には，物流の視点が抜けていることを確認した．LRT が導入されている

富山市と BRT が導入されている新潟市の各種計画や道路計画，交通規制状況などの比較から，

各都市の交通政策において駐車政策が弱いことがわかった．路面電車が整備されている 4 都

市（松山市，長崎市，熊本市，鹿児島市）の交通実態を比較した結果，荷捌き貨物車対策に

ついての検討はほぼなされてないことがわかった．本研究では，地方都市においては駐車政

策や荷捌き貨物車対策についての検討が弱いことを再認識した．また，宇都宮市の中心部に

多くの路外駐車場が点在していることを定量的示すとともに，LRT が延伸されるにあたり荷

捌き貨物車対策など改めて議論が必要であることなどの重要な知見を得ることができたと考

える． 
宇都宮市では，現状，路外駐車場や荷捌き駐車などが問題となっていない東側区間である

ことから課題となっていないが，今後延伸が検討さている西側区間では，路外駐車場，荷捌

き貨物車対策などの議論が必要となると考える．加えて中心部における物流実態などを分析

する必要があると考える． 
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１章 はじめに 

1.1 本研究の背景と目的 

宇都宮市は，JR 宇都宮駅東側における次世代型路面電車（LRT）の計画を進め，2023 年 8

月 26 日に JR 宇都宮駅東口（宇都宮市）から芳賀・高根沢工業団地（芳賀町）までの約 14.6km

の LRT 路線（ライトライン）を開業した． 

2024 年現在，JR 宇都宮駅西側の宇都宮市中心部への LRT 路線の延伸が計画されている．

西側区間の計画にあたっては，既存の道路空間を活用して整備を進める必要があり，そのた

めには既存の交通実態を把握しておく必要がある． 

そういった中で，地方都市の中心市街地において貨物自動車による物流実態はあまり明ら

かになっていない現状にある．LRT 導入に伴い今後はより一層に中心市街地においては荷さ

ばき・搬入活動への施策検討や地域ルーツの策定など重要になっている． 

本研究では，施策や地域ルール，道路空間の活用方法など検討していくために，地方都市

の宇都宮市を中心に，複数都市の都市概要，まちづくりや公共交通，LRT 導入計画等に関す

る既存施策について取りまとめる． 

 

1.2 研究の方法 

2 章は，宇都宮市の現状を各種文献，データをもとに整理した．そして 3 章では，宇都宮

市と同様に基幹交通として LRT 導入している富山市，BRT を導入している新潟市を調べた．

また 4 章では，LRT に関連するものとして既存の路面電車を導入している都市を松山，長崎，

熊本の 3 市をインターネット調査した．5 章では，宇都宮市，富山市，新潟市，松山市，長

崎市，熊本市の貨物自動車の駐車場施策を調査した．また，6 章では，宇都宮市の中心部に

おいて駐車場がどのような実態にあるのか既存調査をもとに年次比較を行っている． 
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２章 宇都宮市の現状 

2.1 宇都宮市の概要 

2.1.1 都市構造と交通インフラの状況 

宇都宮市は，東京から新幹線で 1 時間程度の距離に位置し（図 2.1），栃木県の県庁所在地

の中核市である．人口は，511,159 人（令和 6 年 4 月 1 日現在），DID 人口は 24.6 万人となっ

ている． 

図 2.2 のような土地利用となっており，東西方向に約 24km，南北方向に約 30km と南北に

広がっている．  

宇都宮市は，以下のような特徴が挙げられる． 

・ 関東平野の北方に位置し平坦な地形 

・ 充実した道路環境 

・ 日本有数の自動車依存都市 

・ 日本有数の内陸型工業団地 

・ スプロール化と交通渋滞 

・ 中心市街地の衰退 

宇都宮市の道路網は図 2.3 のように 3環状 12 放射の幹線道路ネットワークが整備されてい

る．西部には東北自動車道，南部には北関東自動車道が位置する．加えて，図 2.4 のように

自動車保有率も高く，自動車依存な状況にある． 

JR 宇都宮駅東側においては，新たに全線新設の芳賀・宇都宮 LRT（以降，ライトライン）

が開業した．今後は JR 宇都宮駅西側における宇都宮市中心市街地へのライトライン延伸計

画が計画されている．今後ライトラインの延伸が計画されている宇都宮駅西側の中心市街地 3)

である図 2.5 に示す範囲において，都心部における拠点形成に向けた重点的に施策検討する

都市拠点内の枢要なエリアとして位置づけている． 
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図2.1 宇都宮市と芳賀町の立地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 都市計画における土地利用区分 1)     図 2.3 環状道路ネットワーク 2) 
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図 2.4 栃木県における人口当たりの自家用乗用車の保有台数 

 

図 2.5 宇都宮市における中心市街地の位置づけ 3) 
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表2.1 宇都宮市におけるまちづくりの方針 3) 

 

 

2.1.2 宇都宮市の人口集中の変化 

図 2.6 に，宇都宮市における 1975 年から 2000 年の人口密度の推移を表す．中心市街地は，

青色を示しており人口密度が減少していることがわかる．一方で，宇都宮環状道路の周辺部

の郊外においてはピンクから赤色を示しており，環状道路の整備や郊外の住宅開発によって

人口密度が高まっている傾向にある． 

 

図2.6 宇都宮市における人口密度の推移（1975年～2000年） 

 

2.1.3 高齢化率と分布 

図 2.7 に，国土数値情報 4)を用いて平成 27 年国勢調査の 2020 年時点の男女合計 65 歳以上

の 500m メッシュの人口推計データを示す． 

3 環状道路の最も外側の環状線である宇都宮環状線内において高齢者の分布が高い傾向に
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ある．また 12 の放射道路に沿って人口分布が高い傾向にある． 

図 2.8 は，推計人口から 2050 年の高齢化率を示したものである．高齢者の人口は，環状道

路内のエリアが多い状況であったが，今後は宇都宮環状道路の外側において高齢化が進んで

いくことが想定される． 

中心市街地は人口減少が進んでいるが高齢化率は低い傾向になる．一方で，郊外部は人口

密度が増加傾向にあり高齢化率も高い傾向にある．  

 
図2.7 宇都宮市における高齢者の人口分布 4) 

 
図2.8 宇都宮市における高齢者の人口分布 4) 
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2.1.4 中心市街地の衰退 

 図 2.9 は，宇都宮市の中心市街地における通行量の変化を示している．昭和 60 年ごろを境

に毎年通行量が下がり続けている傾向にある．さらに，平成 17 年ごろまでは休日の通行量は

平日に比べて多い傾向にあったが，それ以降は同程度となっている． 

宇都宮市の中心市街地は休日の落ち込みが激しい状況にあり，近年は曜日による変化は少

ない状況にある． 

 これらの要因として，郊外型のショッピングセンターが環状道路沿いに多く建設されるよ

うになった．また，北関東自動車道の宇都宮上三川 IC 周辺のインターパーク地区のように，

無料駐車場を備えた郊外型の商業施設に消費者は移り中心市街地の空洞化につながっている

ものと考えられる．中心市街地の利用者を増やすために，図 2.10 のように再開発事業が進め

られている．再開発が進むと住宅や商業が増え，これらへの荷さばき・搬出入活動を行う貨

物自動車が増えることから，LRT 路線の延伸を見据えた整備が必要となる． 

 

 
図2.9 宇都宮市中心部における通行量の推移 5) 
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図 2.10 市街地再開発事業位置図 

 

2.2 宇都宮市における交通と貨物自動車による都市内物流の状況 

2.2.1 宇都宮市における交通状況 

 図 2.11 に芳賀町と宇都宮東部地区における交通状況の課題を示す． 

宇都宮市東部地区は，一級河川の鬼怒川を境に東西に分断されており，東側に工業集積地

域が立地し，西側に人口密集している市街地が位置し，数少ない橋梁にて横断する必要があ

る．そのため，各道路橋がボトルネックになり，朝夕の通勤時間帯に深刻な渋滞が発生する

状況であった．そこで，渋滞対策の一つとして LRT の導入計画が始まった． 
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図2.11 芳賀・宇都宮東部地区の交通渋滞（出典：国土交通省） 

 

2.2.2 宇都宮市における物流荷さばき調査の概要 

 地方都市における都市内物流の実態はあまり明らかにされてきていない現状にある．数少

ない実態調査のなかで，第 5 回東京都市圏物資流動調査（平成 26 年）では，宇都宮市の中心

市街地の一部が対象地区の 1 つとなり，端末物流調査などの 4 つの調査体系にて実施された

（図 2.12）． 

最新の第 6 回東京都市圏物資流動調査は栃木県が対象外となっていることから，第 5 回の

データをもとに，物流荷さばき状況を整理していく．  

 調査の実施内容は，図 2.12 右上表の 4 分類 9 項目によって実施されている．ここでは「端

末物流の実態調査」と「まちづくりに関連する主体意向調査」の結果より実態をまとめる． 

調査範囲は，図 2.13 に示すようにオリオン通り商店街と大通りの一部含む東部宇都宮駅周

辺の中心市街地である．調査対象面積は，約 6ha で事業所数は約 150 事業所が対象となって

いる．オリオン通り商店街は，朝 6 時から 10 時の時間帯のみ，荷さばき・搬入活動が可能と

なっている． 
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図2.12 第 5回東京都市圏物資流動調査の実施場所と調査内容 8) 

 

 
図2.13 東京都市圏物資流動調査の実施場所（東武宇都宮駅東口地区）7) 

 

2.2.3 時間帯別路上駐車・荷さばき時間 

 図 2.14 は，荷さばき・搬出入活動を行っている貨物自動車の時間帯別路上駐車時間を示し

ている．時間帯別に以下の 3 点のような結果が明らかになった． 

・ 7 時台，8 時台→路上駐車時間の長い車両の割合が高い 
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・ 9 時台，10 時台→路上駐車時間の短い車両が多くを占めている 

・ 路上駐車車両の多い時間は路上駐車時間が短い車両が多い 

図 2.15 は，荷さばき・搬出入活動を行っている貨物自動車の時間帯別横持ち時間を示して

いる．傾向として，9~13 時台は，横持ち時間が 5 分以下の荷捌きが多く発生していること．

15 時台以外は，横持ち時間が長い 31 分以上の荷さばきを行う貨物自動車が 1~3 件発生して

いることが明らかになった． 

図 2.16 は，荷さばき・搬出入活動を行っている貨物自動車の時間帯別横持ち時間を示して

いる．その傾向として通り 8 は横持ち活動数が多く，横持ち時間の長い荷捌さばき時間も多

い家以降にある．一方で，通り 1 と 5 は他の通りと比べ，横持ち活動数が多い傾向にある． 

 
図2.14 時間帯別路上駐車時間（荷さばき有） 7) 

 

図2.15 時間帯別横持ち時間 7) 
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図2.16 時間帯別横持ち時間 7) 

 

2.2.4 まちづくりに関連する主体意向調査 

第 5 回東京都市圏物資流動調査のまちづくりに関連する主体意向調査より，商業者および

来場者の荷さばきに対する意識について整理する． 

図 2.17 は，商業者の荷さばきに対する意識について示しているが，31%の商業者が荷捌き

に不都合を感じている結果となっている．さらに自動車等スムーズに走行できないという点

が，最も不都合を感じている状況にある． 

図 2.18 は，中心市街地を利用する来場者側より，荷さばきに対する意識について示してい

るが，歩きやすさ，安全性において約 6 割の来街者が歩きにくさを感じている状況にある．

さらにまちの美観や環境について約 5 割の来街者が不満を感じていることが明らかになった． 

 
図2.17 商業者の荷さばきに対する意識 7) 
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図2.18 来場者の荷さばきに対する意識 7) 

 

2.2.5 「端末物流の実態調査」と「まちづくりに関連する主体意向調査」のまとめ 

 第 5 回東京都市圏物資流動調査の「端末物流の実態調査（路上駐車実態，横持ち活動実態）」

と「まちづくりに関連する主体意向調査（荷捌きに関する意識）」の結果について表 2.2 に整

理した． 

 路上駐車は午前中の時間帯において荷さばき・搬出入活動の有無による駐車時間帯の変化

は少ないことが明らかになった．横持ち活動については，横持距離が長く時間を要している

ケースもあるが，横持活動が多い時間帯は 5 分以下の活動が多い傾向にあることが明らかに

なった．これは駐車とならない 5 分未満にて停車し，荷さばき・搬出入活動を行ったためと

思われる． 

 荷さばき・搬出入活動について，利用者から歩行や安全性へ不都合を感じていることから

課題として考えられ，今後の中心市街地における貨物自動車施策の検討が求められる． 

 これらのデータからは概略的な傾向であり，施策検討に向けては，詳細な中心市街地にお

ける駐車荷さばき・搬出入作業や状況の把握については限界があり，独自調査により明らか

にしていく必要がある． 
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表2.2 「端末物流の実態調査」と「まちづくりに関連する主体意向調査」の結果 7) 

 

 

2.3 駅東側の LRT 路線の導入とライトラインの利用状況について 

2.3.1 LRT 路線の導入計画の経緯 

LRT 路線（ライトライン）は， JR 宇都宮駅東口（宇都宮市）から芳賀・高根沢工業団地

（芳賀町）までの全線 14.6km が，2023 年 8 月 26 日に開業した．開業までの経緯と開業後の

効果を踏まえて概略的に整理する． 

 前述の通り，宇都宮市東部地域の渋滞対策の一つとして LRT の導入がある． 

1993 年 1 月『新交通システム研究会』にて，東側の渋滞対策の一つとして新交通システムの

必要性が示され，その後検討が重ねられ，宇都宮市の総合計画，都市計画マスタープラン，

交通戦略へと織り込まれてきた（図 2.19）． 

2003 年には，新交通システム導入基本計画当初の候補ルート（図 2.20）が示され，わが国

における LRT 導入のパイロットモデルとしての注目されてきた． 

 

・荷捌き路上駐車車両が多い（９〜１０時台）
※路上駐車時間５分以下の車両が多くを占めている

・非荷捌き車両は路上駐車時間の時間帯別の変化が少ない

路上駐車
実態

・自動車が最も影響を受けている
・荷捌き車両による影響が大きい
・横持ち活動が多く，距離の⻑い活動も発⽣（９〜１１時台）
・横持ち活動が多い時間帯は，５分以下の活動が多い

横持ち活動
実態

・通り８が最も多い（大規模商業施設への荷捌き）
・通り１（大通り）と通り５も多い（自動車交通量少ない）
・３１％の商業者が荷捌きに不都合を感じている
・自動車の走行に関して最も不都合を感じている

荷捌きに関
する意識

・歩行，安全性：５９％の来街者が歩きにくさを感じている
・美観や景観：４９％の来街者が不満を感じている
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図2.19 LRTの導入経緯 

 
図2.20 新交通システム導入基本計画当初の候補ルート（2003年，出典：宇都宮市） 
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2.3.2 基本方針決定から開業までの時系列整理 

基本方針の決定から開業までを時系列にて表 2.3 に整理する．2013 年 3 月に JR 宇都宮駅

東側区間を優先的に取り組む施策と位置付けられ，優先整備区間の基本方針が策定して約 10

年後の開業となった．わが国では新設の路面電車・LRT 路線の開業は 75 年ぶりと言われて

いる． 

図 2.21 に優先整備区間（駅東側区間）の事業概要を記載している．営業距離として，JR 宇

都宮駅東口（宇都宮市）〜芳賀・高根沢工業団地（芳賀町）までの 14.6km に及ぶ（図 2.22）．

軌道整備主体と運営主体を分離する公設型上下分離方式が採用されている．軌道については，

自動車との併用軌道区間と専用軌道区間の両方が存在しているのも特徴である．  

停留所数として 19 か所存在する．各停留所とも 100％バリアフリー対応となっている．そ

のうち 5 つの停留所は，交通結節点のトランジットセンター等の機能を有する停留所である．  

 

表 2.3 優先整備区間（JR宇都宮駅東側区間）の事業計画の推移 8) 

年月日 内容 

2013. 3  

 

「東西基幹公共交通の実現に向けた基本方針」を策定 

⇒ JR 宇都宮駅東側区間を優先的に取り組む 

2015.11. 9 宇都宮ライトレール株式会社設立 

2016. 1.22   「軌道運送高度化実施計画」の申請（特許申請） 

2016. 9.26 「軌道運送高度化実施計画」の認定（特許取得） 

2017. 8. 9 「工事施行認可」の申請 

2018. 3.20 「工事施行認可」の取得 

2018. 5.28 起工式〜用地取得・工事 

2023. 8.26 開業（優先整備区間：14.6km） 

 



 

17 

 

図2.21 ライトラインの優先整備区間の事業概要 8) 

 



 

18 

 
図2.22 ライトラインの整備事業における路線図 8) 
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2.3.3 ライトラインの特徴 

交通結節点であるトランジットセンター（TC）の配置状況とライトライン沿線の公共交通

ネットワークを図 2.23 に示す． 

TC は「宇都宮駅東口停留所，宇都宮大学陽東キャンパス停留所，平石停留所，清原地区市

民センター前停留所，芳賀町工業団地管理センター前停留所」の 5 箇所に整備されている．

芳賀町工業団地管理センター前停留所，清原地区市民センター前停留所の 2 箇所にはフィー

ダーバスの乗り換え機能やパークアンドライド用の駐車場，駐輪場が整備されている（図

2.24）．トランジットセンターを起点としてその周辺部の地域拠点や産業拠点を結ぶフィーダ

ーバスが 9 路線整備され，バス再編後の本数も平日で＋148 本と増加している（図 2.25）．  

 

図2.23 公共交通ネットワークとトランジットセンターの位置図 8) 
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図2.24 ライトライン沿線のトランジットセンター8) 
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図2.25 フィーダーバスの運行本数 8) 

 

2.3.4 開業後のライトラインの利用状況 

表 2.4 はライトラインの開業から 5 カ月目までの利用者数の推移を示している．当初予測

として約 31.2 万人/月を見込んでいたが，開業月から毎月予測人員を超えている． 

平日の通勤・通学に加え，休日にも多くの方に利用されている状況である．特に，土日祝

日の利用者数が，予測人員より 2 倍以上に推移している状況にある．開業から 5 か月で約 190

万人と当初予測の約 1.2 倍となるなど，地域の移動手段として定着しつつある．開業から 162

日目に 200 万人，239 日目に 300 万人を達成している。 

 表 2.5 は，パークアンドライド用駐車場の開業後の利用者数の推移を示している．4 つの停

留所に隣接する駐車場は，整備当初の台数を大幅に上回り，需要が高い状況にある．各駐車

場とも増設後も利用率が高く，平石では最大 96％の利用率となっている．1 日の平均利用台

数も平石や清原地区市民センター前では 7 割以上となっている． 

駐車場利用者アンケート 4)では，「自動車からの転換が約 8 割」，「目的地を宇都宮駅周辺

（経由含む）とする人が約 8 割」となっており， 自動車からの転換促進や沿線外の利用者獲

得，都心部への自動車の流入抑制に寄与しているものと推察される． 

 

表2.4 ライトラインの開業後の利用者数の推移 10) 
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表2.5 パークアンドライド用駐車場の開業後の利用者数の推移  10) 

 
 

2.3.3 開業後の道路状況の変化 

栃木県，宇都宮市，芳賀町，宇都宮大学などにより取りまとめられた「宇都宮市東部地域

渋滞対策協議会」の調査結果では，鬼怒通り（図 2.26 の地点 A）における 3 時点の交通量の

変化を，表 2.6，図 2.27 に示している．令和 5 年度の交通量は令和 3 年度より少ない状況で

あり，朝夕それぞれにピーク時間帯がある傾向にある．さらに H27，R3 は西進方向が東進方

向より多い傾向となっている． 

今後，交通量の減少理由などの精査するためには，より広域かつ継続的な調査分析を行っ

ていくことや交通量のみならず密度や速度などに着目して，LRT 開通に伴う変化・効果を分

析していくことが必要となる． 

 

  

図2.26 地点交通量の観測地図 11) 
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表2.6 昼間12時間自動車類交通量の推移 10) 

 

 

 

 
図2.27 鬼怒通りにおける交通量の推移 11) 
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2.4 駅西側の中心市街地へのライトラインの延伸計画 

2.4.1 LRT 路線の中心市街地への導入計画 

東側優先整備区間の事業実施と並行して，【西側区間】の JR 宇都宮駅～桜通り十文字付近

および【延伸検討区間】桜通り十文字付近～大谷観光地付近について，表 2.7 に示すように

計画が推移している．2024 年（令和 6 年）2 月 1 日の宇都宮市議員協議会で，図 2.28 のよう

に駅西側の LRT 整備検討区間が示された．そして，図 2.29 に示すような具体的な停留場（案）

が示された．停留場の配置を詳細検討していくためには，「大通りの沿道の土地利用や地形な

どの特性を踏まえるとともに，拠点性や停留場間隔などといった視点から大通りの道路空間

再編の検討や需要予測を行いながら，停留場の位置・形式などを確定していく」必要がある

としている．特に，限られた道路空間を活用して，ライトラインを延伸することから，大通

りの道路空間再編の検討が重要とされている． 

 

表2.7 西側区間・延伸検討区間（JR宇都宮駅西側区間）の事業計画の推移 8) 10) 

年月日 内容 

2016 年〜 

 

導入課題の抽出・検討（整備区間，導入空間等） 

「JR 宇都宮駅西側における LRT 導入後の将来の 

公共交通ネットワークイメージ」の公表 

2018 年 

 

一定の条件の下の概略的な整備概要案を公表 

JR 宇都宮駅の LRT 横断ルート（北ルート）を公表 

2020 年 JR 宇都宮駅西口の LRT ルート（高架構造）を公表 

2024 年 2 月 1 日 議員協議会にて駅西側の LRT 整備検討区間について 

方針決定 

2025 年度中 軌道事業の特許申請 

2030 年代前半 西側区間の開業（予定） 
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図2.28 駅西側ライトラインの検討区間，整備区間 12) 

 

 
※ 停留場位置は，今後詳細に検討．停留場名称は仮称 

図2.29 駅西側ライトラインの検討区間の停留場の配置イメージ 10) 

 

2.4.2 今後施策検討が必要な事項 

宇都宮駅西側のライトライン延伸事業（駅西側 LRT 事業）を行うために，大通りの道路空

間の再編計画が重要となる．いくつか検討すべき施策の方向性が宇都宮市より示されている

ため，交通や貨物自動車の荷さばき・搬入活動に関する内容を以下にまとめる． 

（１）まちづくりの動向 

 駅西側 LRT 事業を見据えたまちづくりを進めていくため，図 2.30 のように中心市街地の

整備に向けた政策の方向性が示されている． 
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1 つ目として，都心部の将来像を実現するための「（仮称）都心部まちづくりプラン」

や「（仮称）JR 宇都宮駅西口周辺地区整備基本計画」（（３）を参照）を策定して，ま

ちづくりの進展を進めている． 

2 つ目として駅東側のライトラインの開業により，駅西側への早期延伸への期待や

大通り沿線における市街地再開発事業等の民間開発の動きも活発化させる必要性を

挙げている．そのためにも将来のまちづくりと一体となって，市民や事業者との意

見交換を行っていきながら，大通りの道路空間再編や停留場など，駅西側 LRT 事業

に係る施策・事業を進めていくことに言及している． 

図 2.31 では，宇都宮の中心市街地におけるまちづくりプランのなかで，駐車場の量や配置

の最適化について触れられている．主な施策として，公共交通利用促進に伴う附置義務駐車

場の緩和や隔地の駐車場を附置義務扱い変更について記載されている．しかしながら，東京

都市圏物資流動調査のアンケート結果として利用者のニーズとしてあった荷さばき・搬出入

活動を行う貨物自動車への対策については，民間開発の誘導の中で共同荷さばき場の整備に

ついては触れられている．しかしながら，具体的な対策方法や施策の方向性までには言及さ

れておらず，今後実態分析にもとづいた施策検討が必要となる． 

 

 
図2.30 駅西側LRT事業に向けたまちづくりの動向 10) 
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図2.31 駅西側LRT事業に向けた駐車・荷さばき対策 12) 

（２）大通りの道路空間再編 

駅西側 LRT 事業を見据えた大通りの道路空間再編については，様々な再編案や交通への影

響を検討していく必要性が述べられている．その一つとして図 2.32 に「仮称 都心部まちづ

くりプラン」における人中心のウォーカブルなまちづくりや都市の骨格となる 3 環状 12 放

射道路を中心とした将来道路ネットワークの考え方などが挙げられる．  

具体的には「道路空間再編案や交通円滑化対策の検討」，「市民生活に密接に関わる歩行空

間や荷さばき」，「停留場などの道路空間の使い方」等について，今後施策検討が必要である

項目として挙げられる． 

 

図2.32 駅西側LRT事業に向けた大通りの道路空間の再編について 10) 
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（３）宇都宮駅西口周辺地区整備基本計画の策定 

JR 宇都宮駅西口駅周辺地区の整備基本計画について政策の方向性が図 2.33 に示されてい

る．ここでは駅前を 3 つの地区に切り分けそれぞれの問題点を整理している．交通に関する

現状の課題のなかで，誰もが安全・安心に移動できる乗換環境を整備する必要があり，LRT

開業時（2030 年代前半）までに特に対応が必要な課題と位置付けている． 

具体的には①駅前広場の自動車・歩行者の動線の錯綜，②駅西口のバスの集中とバスの待

ち行列，③交通結節機能の強化等について今後施策検討が必要となっている． 

 
図2.33 駅西側LRT事業に向けたJR宇都宮駅前のまちづくりに向けた現状の課題 13) 

 

（４）公共交通ネットワークの再編 

宇都宮駅西側 LRT 導入を見据えて，図 2.34 に「バス路線再編の方向性」にもとづきバス

路線を再編し「階層性のある公共交通ネットワーク」の構築を検討していく必要があること

が示されている． 

 バス路線の再編の方向性として，バス利用者の利便性やバス事業者の事業運営の継続性に

配慮しながら，LRT 路線と重複する「大通りのバス路線の一部」を再配置し，郊外部の地域

拠点から都市拠点へアクセスする幹線バス路線や都市拠点内の回遊性を高める循環バス路線

の充実を図るものと示されており，前記（３）の JR 宇都宮駅における路線バスが集中して錯

綜している課題について解決できることが見込まれる． 

 



 

29 

 
図2.34 駅西側LRT事業に向けた交通ネットワークの施策検討 10) 
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３章 基幹公共交通を導入した地方都市との比較 

3.1 基幹公共交通導入都市の比較 

JR 宇都宮駅西側延伸計画を進めるにあたり，古くからの中心市街地であるエリアに LRT

路線を整備することになり，道路構造・断面の変更や各種地域ルールの策定などハード・ソ

フト面の検討が必要となる．特に，中心市街地における荷物を搬出入する貨物自動車の荷捌

き駐車施設の配置や運用ルールについても欠かせないことから，同様に基幹公共交通が整備

された地方都市の交通施策や駐車場などハード面・ソフト面の整備状況等の事例が参考にな

るものと考えた． 

そこで，本章では，路面電車や BRT による基幹公共交通が整備されている都市を調査し，

今後の地方都市における交通施策の検討や荷さばきを行う貨物自動車について駐車場施策に

向けた知見を得ることを目的とする． 

宇都宮市と同様に基幹公共交通網が路面電車（LRT）を基幹交通機関として構築された富

山市，BRT を基幹交通機関として導入した新潟市を対象とする． 

富山市は，元 JR 富山港線を活用し新たに再整備した富山港線（旧：富山ライトレール）が

特徴である．これは，平成 18 年に，利用者の減少が続いていた JR 富山港線を公設民営の考

えを導入し，併用軌道区間の新設し日本初の本格的な LRT システム 1）を築き上げた取り組

みである． 

新潟市は，鉄道軌道の整備ではなく，道路を活用した BRT(Bus Rapid Transit)が導入され JR

新潟駅周辺から中心市街地，官庁街へのアクセス網を構築している．そこで，富山市，新潟

市を対象に宇都宮市と比較しながら整備状況と交通施策に着目して整理を行う．（表 3.1） 

 

都市の人口は，富山市が 40 万人規模の都市であり，次いで宇都宮市が 50 万人規模，

新潟市は 80 万人を少し下回る都市規模である．行政面積に対する人口密度で比較す

ると，宇都宮市（53.5 人/ha）と新潟市（53.5 人/ha）は同等規模の人口密度であり，富

山市は 40.2 人/ha となっている．DID 人口の割合を見ると，宇都宮市および新潟市と

も 75％以上を占めている現状にある．一方で，富山市の DID 人口の割合は 6 割程度

と 2 都市と比べて低く，DID 域外の周辺地域にも人口が分布している． 

宇都宮市と富山市は LRT が整備され，新潟市は BRT の 1 路線が整備されている．2024

年 3 月時点の整備状況は，富山市においては完了している．宇都宮市は駅東側の優先

整備区間の整備が完了し，今後駅西側は延伸計画の段階である．新潟市は計画途中と
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なっている． 

 3 都市の利用交通手段の割合について図 3.1 と図 3.2 にて着目すると，3 都市とも自動

車の依存度が地方都市圏に比べ 10％以上高い傾向にあることがわかる．また，新潟市

と富山市においては，二輪車を利用する割合が低いことから降雪という地域性が表れ

ているものと思われる． 

自動車の保有台数について都道府県単位で比較すると，宇都宮市のある栃木県は全国

5 位の保有台数，富山県は 2 位，新潟県が 10 位と全国のなかでも 3 都市は自動車依存

度が高い都市であることがわかる（図 3.3 参照）．また，中心市街地における駐車場整

備・確保にむけては富山市と新潟市は駐車場整備地区を指定しているが，宇都宮市は

特に指定されていない． 

 

表3.1 宇都宮市と2都市の行政規模と基幹公共交通網の整備状況 
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図3.1 宇都宮市と新潟市をはじめとした交通手段の利用割合 2) 

 

 

図3.2 富山市の交通手段の利用割合 3) 
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図3.3 自家用乗用車の世帯当たりの普及台数（都道府県別）4) 

 

■ 貨物自動車の割合保有台数について栃木県の傾向 

・ 図 3.4 より栃木県における営業用・自家用貨物自動車比率については，登録台数上

では大きく変わらないものの，輸送トンベースでは全国平均に比べて自家用貨物

車は 10 ポイントほど高い傾向にある． 

・ 輸送トンキロでは全国平均は約 85％が営業用貨物自動車車両による輸送である

が， 栃木県では 75％と，自家用貨物自動車での輸送割合が輸送トンと同様に 10 ポ

イントほど高い状況にあり特徴ともいえる． 

 

 

図3.4 貨物自動車の普及台数（都道府県別）5) 6) 
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3.1.1 宇都宮市 

① 人口規模では，3 都市の比較にて触れたが，51.8 万人（DID 人口は 24.6 万人）とな

っている．市政区域面積：124,170ha（DID 面積：7150ha）である． 

② 宇都宮市の LRT 整備 

鉄道網として，図 3.5 に示すように南北に JR 東北新幹線と JR 東北本線（宇都宮線）

が貫き，日光線や烏山線が JR 宇都宮駅に乗り入れる． 

JR 宇都宮駅から西側（駅西側）の東武宇都宮駅の間には中心市街地が広がっている．

JR 宇都宮駅から東側（駅東側）は，2 章にて説明した LRT 路線（ライトライン）が 2023

年 8 月 26 日に JR 宇都宮駅東口（宇都宮市）から芳賀・高根沢工業団地（芳賀町）ま

での約 14.6km 開業した．令和 6 年 2 月 1 日には，議員協議会の中で，駅西側の LRT 整

備検討区間（図 3.6 の駅西側水色のライン）について方針が示された．延伸に伴い，宇

都宮駅西口から中心市街地，東武宇都宮駅に向けた「大通り」を通行することになり大

きく道路空間の変更が必要となる．そのため，「市民生活に密接にかかわる空間の整備」

や「荷捌き施設の配置」，「停留場等設置にともなう道路空間の再編」の検討が重要とな

っている． 

現在の基幹公共交通として，駅西側における路線バスの集中が宇都宮市の特徴とし

て挙げられる．駅西側の東武宇都宮駅，中心市街地から宇都宮駅西口の大通りを通行す

る断面交通量にて約 2,000 台/日の路線バスが通行している．将来的には，駅西側の LRT

路線の延伸に伴いこの区間のバス路線を東側同様に再編する計画となっている． 

③ 宇都宮市の道路ネットワーク 

道路網の整備状況として，2 章にも記載したが 3 環状線 12 放射の幹線道路ネットワ

ークが整備されている．これはわが国ではモデルケースとなりうる先行した道路網の

整備状況であり，宇都宮市の特徴ともいえる． 

そういった中で，環状道路の利用実態を ETC2.0 のプローブデータを用いて分析し

た研究（後藤ら）8）の中では，中心市街地の通過を避けて環状道路を使用しているか

は，環状道路を利用する際の距離増や所要時間短縮の程度が異なり，それに経路分担

率が左右される可能性が高いことが示されている．特に駅西側の南北を通行する自動

車のうち 51％が中心市街地を通過する車両が確認されている．環状道路が整備されて

いる中で，中心市街地を通過する自動車も一定量おり，今後の対策が必要になるもの

と考えられる． 
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図3.5 宇都宮市における鉄道ネットワークと環状道路ネットワーク 7) 
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図3.6 宇都宮市におけるLRT路線と中心市街地との位置関係 9）10） 
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3.1.2 富山市 

① 富山市の人口規模は，40.7 万人（DID 人口は 24.6 万人）となっている．市政区域面

積：124,170ha（DID 面積 6,196ha）である． 

② 富山市の LRT と総合交通戦略 

富山市における LRT は，既存の富山地鉄の市内軌道 2 路線に加えて，図 3.7 の富山

港線（旧：富山ライトレール）が開業され LRT ネットワークを構築している．宇都宮

市のライトラインとの違いは全区間が新設路線に対して，富山のケースは中心市街地

の区間は新たに併用軌道を設置し，元 JR 富山港線は既存線路を併用して整備された

路線となる． 

都市交通施策は，「富山市中心市街地活性化基本計画」のなかで，徒歩や公共交通を

骨格とする富山型「コンパクトなまちづくり」を進めている．富山市中心市街地は，

都市機能を集積するとともに，生活利便施設も集積し徒歩圏で活動できることを目的

とし，中心市街地の区域（約 436ha）を取り組む施策に位置付けている． 

総合交通戦略においては，拠点集中型の「コンパクトなまちづくり」の実現するた

め，交通事業とまちづくりが連携し，過度に自動車利用に依存することなく，徒歩，

自転車，公共交通等が連携し適切な役割分担のもと，交通施策に係る関係者が相互に

協力させる仕組みづくりが進められている． 

 

 
図3.7 富山ライトレール（旧JR富山港線）のLRT整備化 
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③ LRT 路線のネットワークの形成に向けた事業の詳細 

１）市内路面電車環状線化事業 

・ （概要）市内電車の環状運転化ができるネットワークの構築を行った．新たに約

940m が新設され，それぞれ異なる断面にて道路空間を再編している．基本的に

は車線数は 1 つを削減するか確保しつつ，ゆとりのある歩道断面を使用して，併

用軌道に配分している． 

・ （事業手法）事業の実施は，公設民営の考えにより，軌道の整備は富山市が行い，

運行は富山地方鉄道（株）が行う上下分離方式を採用（図 3.8）している． 

２）路面電車南北接続事業 

・ （概要）公共交通を軸とするコンパクトなまちづくりを推進する中で，JR 富山駅

の高架化工事に合わせて，富山港線と市内電車を南北に接続している．これによ

り，都心地区と北部地区とのアクセス強化や利便性向上などの公共交通活性化を

図っている．JR 富山駅では，高架下の空間を活用して JR 線とクロスする形で設

置配線され，高架下に新停留場設置し新幹線，在来線からの乗り換え利便性向上

させている．軌道を約 250m 延伸し， 富山地方鉄道富山軌道線と富山ライトレー

ル富山港線とを接続させている．  

・ （事業手法）軌道の整備は富山市，運行は富山地方鉄道株式会社（旧富山ライト

レール株式会社も含む）が行う上下分離方式を採用している． 

 
図3.8 ❶市内電車環状線化事業による環状線整備概要 14） 
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④ 富山市における利用交通手段の構成 

図 3.9 で利用者数の変化を見ると，路線バスの減少が大きく見られ，約 20 年間で，半

分となっている，また，鉄道の利用者数は変わらないか増加傾向にあることがわかる．

路面電車の利用者数の推移は，図 3.10 ようにコロナ過を除いて増加傾向にある． 

 
図3.9 富山市の基幹公共交通の利用者数の推移 18） 

 

 

図3.10 富山市の市内電車の利用者数の推移 19） 
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3.1.3 新潟市 

① 新潟市の人口規模は，78.9 万人（DID 人口は 59.4 万人）となっている．市政区域面

積：7.3 万 ha（DID 面積 11.375ha）であり，宇都宮市に比べ，1.5 倍程度の規模とな

っている．人口密度はほぼ同程度となっている． 

② BRT と交通戦略（にいがた交通戦略プラン） 

2008 年からの「にいがた交通戦略プラン」では，都市マスタープランと同格となる

計画であり，新潟市総合計画が上位計画にあたる．下位計画の「新潟市地域公共交通

網形成計画」において，新潟市 BRT 第 1 期導入計画が位置づけられている．図 3.11 と

図 3.12 で BRT 導入と路線バスの再編による利便性向上に向けて各種施策が実施され

てきた． 

最新の「にいがた都市交通戦略プラン 2019」のなかで，10 年後の目指す姿として，

①都心アクセスの強化，②広域交通との連携強化，③都心部での移動円滑化，④生活

交通の確保維持・強化，⑤市民や関係者の協働を掲げている．その中では新潟駅の高

架化に伴う，BRT 等のバス路線と鉄道路線の利便性向上・拠点強化のための施策が含

まれている． 

 
図3.11 新潟市のBRT導入とバス路線再編イメージ 20） 
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図3.12 新潟市の基幹公共軸とBRT導入区間 21） 

 

③ BRT 路線の導入 

BRT 路線の導入に関して以下のような特徴が挙げられる． 

・ 新潟市の持続的な“新バスシステム”の構築として，平成 24 年（2012 年）2 月

に公表した「新たな交通システム導入基本方針」に基づき検討を進めてきた

BRT(Bus Rapid Transit)の導入がなされた．BRT は，連接タイプの車両が導入され

ている． 

・ BRT の導入計画は 2 段階で検討されてきた．第 1 期の暫定型として平成 27 年

（2015 年 9 月より）に BRT 萬代ラインの開業した．図 3.13 のように新潟駅から

中心市街地の古町・本町地区を通り青山地区のショッピングセンターを結ぶルー

ト（萬代ライン）が設定された．新潟駅や市役所等は BRT に合わせて交通結節

点を整備している．走行空間は，現行通りのバスレーン（左側の走行帯を走行し，

専用走行路，島式ホームの設置を行わない）を走行する方法が採用されている． 

・ 第 1 期の完成型として，平成 31 年度を目標として，図 3.14 下部のように道路中

央部の専用走行路（専用走行路）による BRT の本格運用のための実証実験が行

われた．しかしながら，実証実験のみの実施にとどまり今日までも通常の道路通

行帯を通行している． 
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図3.13 新潟市BRT（萬代ライン）の詳細路線図と運行概要 22） 23） 

 

 

図 3.14 新潟市BRT（萬代ライン）専用走行空間の構想 23） 
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④ 新潟市における利用交通手段の構成 

図 3.15 の都心部の人の動きを見ると，駅周辺から駅北・万代地区～古町地区のトリッ

プ数が高いことがわかる．その区間を結ぶ形で基幹公共交通網の BRT 路線が設定されて

いる．交通手段をみると基幹公共交通沿線においては，市全体に比べてバス利用者の割

合が高く，自動車依存の傾向に比べて少ない傾向にある．  

 

図3.15 新潟市の基幹公共交通の利用者数の推移 27）  
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3.2 基幹公共交通の沿線状況（ハード・ソフト面）と荷捌き駐車施策 

3.2.1 宇都宮市 

停留所から半径約 500m を対象に，道路規制，主な従道路，荷さばき施設の設置状況を調

査した．合わせて物流・貨物自動車に関する特筆すべき事項について整理する．宇都宮市の

中心市街としてアーケード付き商店街（オリオン通り商店街）が隣接する大通り付近を対象

として，Google Street View を用いた机上調査により明らかになった現状と物流・貨物自動車

対策の特徴を整理する． 

宇都宮市の中心市街地は，東西にオリオン通りというアーケードを有する商店街が立地し

ている．周辺部では特徴的な物流・貨物自動車対策等は見られなかったが，以下のような点

が挙げられる． 

・ LRT の導入が予定される大通りは図 3.16 と図 3.17 の地点 101 のように宇都宮駅から

東武宇都宮駅までの区間において片側 3 車線の道路断面である．路線バスの通行のた

め両側 1 車線をバス専用レーン又は優先レーンとしての運用を行っている． 

・ 大通りにおける荷さばき・搬出入活動をする貨物自動車への対策は見られない現状に

ある．日中時間の駐停車が禁止（人の乗降は除く）となっており，荷さばきする貨物

自動車は停車や駐車することはできない状況にある． 

・ 商店周辺における荷さばき・搬出入活動をする貨物自動車への対策では，オリオン通

り❶の一部区間（図 3.17 の地点 105）やオリオン通り❷側（図 3.18 の地点 106）は，

6－10 時の貨物の集配中を貨物自動車の駐車規制が緩和されている．オリオン通りに

交差する地点 108 の写真（図 3.18）では，駐車禁止区間ではあるが，荷さばき・搬出

入活動する貨物自動車は，駐車規制が緩和され，荷さばき車両を誘導する施策がなさ

れている． 

・ 図 3.17 の地点 104 のように宇都宮駅東側（開業した LRT 路線側）の鬼怒通りでは片

側 2 車線と併用軌道にて構成されている．道路交通センサスの 12 時間交通量を見る

（図 3.19）と，地点 A①において，1.2 万台の交通量のうち大型車混入率が 12％とな

っている．中心市街地における大型車混入率は他の観測地点よりも高い．他の地方都

市の中心市街地の大型車混入率と比較しても高く，貨物自動車のみならず路線バスの

通過により大型車の通行量が多いものと想定される． 
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図3.16 宇都宮市の中心市街地周辺における基幹公共交通周辺の沿線状況と荷さばき物流対策 

 

 

図3.17 宇都宮市の中心市街地周辺における現況写真その1 
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図3.18 宇都宮市の中心市街地周辺における現況写真その2 

 

 

図3.19 宇都宮市の中心市街地周辺における交通量（道路交通センサス令和3年）28） 

  



 

47 

3.2.2 富山市 

富山市の中心市街としてアーケード付き商店街（総曲輪通り商店街，中町電停付近）に隣

接する総曲輪地区・大手地区を対象として，Google Street View を用いた机上調査により明ら

かになった物流・貨物自動車対策の特徴を整理する． 

富山市の中心市街地である大手地区と総曲輪地区は，3.1.2 に取り上げているが富山地鉄市

内電車の環状線化に伴い新たに併用軌道が新設されたエリアでもある．特徴として以下のよ

うな点が挙げられる． 

・ 中町電停付近の図 3.20 の地点 201 のように南北に路面電車区間が整備されている．こ

の区間は，道路断面は片側 1 車線道路に軌道 2 線となる．このエリアでは 12 時から

18 時までの間は，駐停車禁止となっているが，バスの乗降，貨物の積卸しのための停

車は除外されている．貨物自動車が路上に駐車して荷さばきすることで，片側 1 車線

にともない通行する車両は併用軌道側に避けて通行する必要がある．これは路面電車

と自動車が錯綜する状況が想定される．  

・ 総曲輪地区・大手地区の外周道路の一部の地点 201 や地点 207，208 番（図 3.20～図

3.22）においては，18 時から翌 9 時の間は大型貨物車の通行禁止となっており，大型

貨物車による搬入は日中時間帯（9 時－18 時）での実施が求められる．図 3.23 の道路

交通センサス（令和 3 年度）の昼間 12 時間交通量（上下合計）でみると，地点 B❹で

は，2.02 万台であり大型車混入率は 5.3％となる．地点 B❶の大型車混入率は 3.8％と

低めの傾向になっている．一方で通行規制のない地点 B❸では大型車混入率は 12.7％

となっており，併用軌道区間を大型車両が避ける施策の効果と想定される． 

・ さらに大型貨物車の通行規制により搬入は日中時間帯となり，一般的に他都市等での

貨物自動車の搬出入時間が早朝から午前中であり，早朝のニーズに沿っていない可能

性や小・中型車による輸送が求められる．また大手地区では，終日駐車禁止の規制が

なされており，併用軌道区間は大型貨物車の通行禁止とする規制がなされている． 

・ 総曲輪通り商店街は 11 時から 22 時は歩行者専用時間帯となるが，それ以外の時間帯

自動車の通行は可能となっている．しかし駐車禁止の規制がされており，他都市のよ

うに荷さばき・搬出入活動をする貨物自動車は緩和されていない状況にある． 

・ ローディングポケットを地区外に 2 か所配置され，地点 206 に 2 枠，地点 207 と 8 に

1 枠ずつ設けるような施策が実施されている.これらは，9 時から 20 時において使用可

能となっている．しかし，商業施設や店舗が密集する地域から 200m 程度離れた地域

に設定され，横持距離が長くなる状況にある．このように中心市街地から離れた位置

に配置されたローディングポケットの配置施策は，実際に有効的に活用できているか

は調査し利用実態の分析が望まれる． 
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図3.20 富山市の中心市街地周辺における基幹公共交通周辺の沿線状況と荷さばき物流対策 

 

 

図3.21 富山市の中心市街地周辺における現況写真その1 
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図3.22 富山市の中心市街地周辺における現況写真その2 

 

 
図3.23 富山市の中心市街地周辺における交通量（道路交通センサス令和3年）28） 
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3.2.3 新潟市 

新潟市の中心市街としてアーケード付き商店街に隣接する古町・本町を対象として，Google 

Street View を用いた机上調査により明らかになった物流・貨物自動車対策の特徴を整理する． 

新潟市の古町・本町地区では，路線バスが優先される交通規制がなされ，荷さばきする貨

物自動車のため，周弁部に別途時間限定の中でローディングポケットなどの荷さばきスペー

スが確保されている．特徴として以下のような点が挙げられる． 

・ ふるまちモールやふらっと本町などアーケード付きの商店街が南北に存在する．これ

ら商店街は BRT 路線の国道 289 号線に接する形で立地している．図 3.24 と図 3.25 の

地点 301 の本町や古町のバス停付近は，片側 3 車線となっており，そのうち 1 車線は

7 時から 19 時はバス優先レーンとなっている．さらに 7 時から 9 時，17 時から 18 時

は駐停車禁止とされている．人の乗降は認められているものの，貨物の積卸しのため

の停車は除外されておらず．路線バスを優先することから貨物自動車が路上に駐車し

て荷さばき・搬出入活動をすることは基本的にはできない運用にある． 

・ BRT 路線上での荷さばき駐車が難しいこともあり，地点 303 の古町通りのアーケード

内においては，商業施設や店舗から近いところに複数個所の荷さばきする貨物自動車

向けにローディングスペースが確保されている．さらには地点 304 においては古町・

本町地区の北側に路上のタクシーベイに併設する形でローディングポケットが 1 台分

設置されている．  

・ 万代橋（地点 302）から古町・本町地区周辺部は 12 時から 19 時にかけて大型貨物車

通行禁止となっており，地区全体で外周道路が大型貨物車の時間帯規制がなされてい

る．したがって，大型貨物車による搬入は午前中や深夜帯の時間帯での実施が求めら

れる．図 3.26 の道路交通センサス（令和 3 年度）の昼間 12 時間交通量（上下合計）

でみると，地点 C❷では，1.64 万台であり大型車混入率は 8.0％となる．地点 C❹の大

型車混入率は 2.9％と低めの傾向になっている．さらには，C❸では 0.92 万台となって

おり，中心市街地の古町・本町地区においては通行量が比較的少ない傾向にある． 
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図3.24 新潟市の中心市街地周辺における基幹公共交通周辺の沿線状況と荷さばき物流対策 

 

 

図3.25 新潟市の中心市街地周辺における現況写真 
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図3.26 新潟市の中心市街地周辺における交通量（道路交通センサス令和3年）28） 
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４章 路面電車を有する都市の中心市街地における 

物流・駐車対策の現状分析 

4.1 路面電車を有する 3 都市における交通状況の特徴 

本節では，宇都宮市との比較検証に参考になる古くから路面電車が導入されている地方都

市にあり人口規模も近い松山市，長崎市，熊本市の 3 つの都市を対象とする．物流・駐車対

策の知見を得るために調査し，各比較分析を行う． 

3 つの地方都市を対象に行政規模や基幹公共交通網について，表 4.1 に整理し特徴を以下

にまとめる．各都市の主な特徴については，4.1.1 から 4.1.3 で記載する． 

都市の人口は，宇都宮市は表 3.1 より 50 万人規模で人口密度は 53.5 人/ha あった．長

崎市は富山市同じく 40 万人規模の都市であり，松山市は 50 万人都市規模であり，熊

本市が新潟市と同様に 80 万人を少し下回る都市規模である．行政面積に対する人口

密度で比較すると，各都市とも宇都宮市（53.5 人/ha）より高い傾向にある．DID 地区

でみると松山市は 80％以上を占めている現状にある．宇都宮市と近い人口密度は，長

崎市，熊本市，新潟市となっている傾向がわかる． （3.1 を参照） 

基幹公共交通網については，宇都宮市は 3.1.1 にて触れたが 2023 年 8 月に LRT 路線が

開通し，今後．一方で 3 都市とも整備状況は基本的に完了している状況にあり，松山

市は駅前の再開発に合わせて延伸計画がある．交通施策の参考になりうるものと考え

られる． 

交通手段の利用割合について図 4.1 で比較すると，宇都宮市は自動車を選択している

割合が 69.3％と自動車の依存度が高い傾向にあり，同じく路面電車がある地方都市圏

に比べ 10～20％ほど高い傾向にあることがわかる．自動車の依存割合が 50％以下の

長崎市は，バス利用率や徒歩を選択する方が多い傾向にある．これは地形上に起因す

るものとも考えらえる．同じく自動車の依存度が低い松山市は自転車の割合が高い傾

向にある．どの都市においても鉄道の利用率は 3％前後となっている． 

自動車の保有台数について図 3.4 に上位 10 都道府県がまとめられているが，3 つの都

市（松山市，長崎市，熊本市）はいずれもランクしていない．比較的自動車利用が高

く都市内にて渋滞が頻繁に発生する熊本県は 24 番目であり，他の長崎県．愛媛県の 2

都市はいずれも 30 番代であった．より宇都宮の自動車依存度の高さがうかがえる． 
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表4.1 路面電車が導入されている3都市の行政規模と基幹公共交通網の整備状況 

 

 

 
図4.1 宇都宮市と4都市の移動交通手段の比較 29） 
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4.1.1 松山市 

① 松山市における交通施策の特徴 

松山市の道路交通計画（自動車交通関連）の計画の中では，図 4.2 のように，フリンジ

駐車場の整備や中心市街地（二番街）におけるトランジットモールや道路空間の再編が挙

げられる．また，具体的な施策はないが駐車場面においては，民間支援にも触れられてい

る．フリンジ駐車場とは，中心市街地周辺部への駐車場を示し，新たな施策の整備・導入

することにより，中心市街地への車の流入を抑制するととともに特定道路への駐車場出入

口の抑制や，駐車場の集約など実現を目指している． 

公共交通計画のなかでは，低床型の LRT 導入を目指していることと，路面電車の一部区

間の新設（勝山・中之川通り）や，図 4.3 のように交通結節点の再編となる JR 松山駅の立

体交差なによる乗り入れなどのビジョンが示されている． 

② 松山市における利用交通手段の構成 

松山市の人々の利用交通手段別の実態として，図4.1にあるように自動車依存度が低く，

公共交通や自転車，徒歩の利用割合が多い傾向にある． 

 

 

図4.2 松山市における交通計画 30） 
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図4.3 松山市における立体交差と路面電車の延伸 31） 

 

4.1.2 長崎市 

① 長崎市における交通施策の特徴 

長崎市は，西九州新幹線の一部が 2022 年 9 月開業し長崎駅へ乗り入れ，今後はさらに全

線開通することで関西方面からのアクセス性が向上するものと想定される． 

市内交通のアクセス網は，図 4.4 のように南北に広がり地域拠点（3 つの地域）から中心

部までのアクセス時間は 30 分程度を結ぶ公共交通サービスを提供している．生活地区か

ら地域拠点までのアクセス時間も 30 分～60 分程度と，生活サービス施設の利用などに負

担が少ない交通ネットワーク拠点が構築されている 33）．また，他の都市には少なく，離島

と結ぶ航路も設定されている． 

路線バス及び路面電車の利用しやすさは全国の標準値を上回っており，公共交通を利用

しやすい環境にあることが示されている．一方で，鉄道は特定エリアのみを運行している

こともあり，利用のしやすさは全国の標準値を下回っている状況にある．路線バスや路面
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電車の利用しやすいことにより，サービスの総合アクセスビリティーも全国の平均的なサ

ービス水準を示す基準回帰線よりも大幅に高いことが示されている．したがって，公共交

通が利用しやすい交通施策となっていることが言える．一方で，道路施策においては本報

告書に関する部分にて特筆すべき事項は見当たらなかった． 

 

② 長崎市における利用交通手段の構成 

長崎市の特徴として，交通施策による効果もあり，図 4.5 で長崎市の人々の利用交通手

段別を見ると他都市と比べて公共交通の利用率が高いことわかる．特に利便性が高いとさ

れるバスの利用率が高いが，年々シェアが下がっている傾向にある． 

 
図4.4 長崎市における交通計画・ネットワーク 32） 
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図4.5 長崎市の通勤・通学者（15歳以上）交通手段 35） 

 

4.1.3 熊本市 

① 松山市における交通施策の特徴 

松山市における道路整備状況の特徴として，図 4.6 のように環状線の規模（2 環状）に違

いもあるものの宇都宮市と同様に環状道路と放射道路が整備されている． 

熊本市によると熊本市及び嘉島町における大型商業施設の立地状況によると，平成 8 年

以降中心市街地から離れたエリアへの大型商業施設の立地が進んでおり，郊外の大型商業

施設等の立地により，中心市街地への私用利用率の低下している傾向にある．この点も宇

都宮市に置かれている状況と類似している状況にある． 

 

② 熊本市における利用交通手段の構成 

熊本市おける人々の利用交通手段別の実態として，自動車依存度が増加しており，昭和

59 年には 4 割程度であったものが 64.3％と高い傾向にある．一方で，徒歩や自転車移動の

みならず，バス利用者の減少傾向であることも確認できる． 
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図4.6 熊本市における道路整備状況の特徴 36） 

 

 

図4.7 熊本市の交通手段割合の変化 38） 
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4.2 路面電車導入 3 都市の沿線状況（ハード・ソフト面より）と駐車施策 

中心市街地の道路構造の机上調査をについて 3 つの都市にて行う．この時，商店街が隣接

する中心市街地の電停半径から 500m を対象に，道路規制，主な従道路，荷さばき施設の設

置状況を Google Street View や自治体等のホームページにて公開されている情報をもとに調

査した．物流・貨物自動車対策の各種計画における有無の調査・特筆すべき事項について，

3 つの都市ごとに整理する． 

 

4.2.1 松山市 

松山市の中心市街として多くのアーケード付き商店街が隣接する大街道電停付近を対象と

して，Google Street View を用いた机上調査により明らかになった物流・貨物自動車対策の特

徴を整理する． 

松山市の中心市街地の特徴として，図 4.8 のように大街道電停を中心に南にアーケードを

有する大街道商店街が立地している．本都市において物流・貨物自動車対策はあまり進んで

いる対策等は見られなかったが，特徴として以下のような点が挙げられる． 

・ 富山市と同様に，民間が運営する路面電車となっている．道路断面は片側 2 車線道路に

軌道 2 線となる．大街道電停周辺部の併用軌道区間は，人の乗降を除き終日駐停車禁止

となっている．したがって，併用軌道区間において，荷さばき・搬出入活動をする貨物

自動車は停車や駐車することはできない状況にある． 

・ 大道通商店街は，大街道電停の南側に位置し終日歩行者専用（図 4.9 地点 A-2）となっ

ている．そのため，地点 A-3 のように従道路側より搬出入する必要があるが，路上荷さ

ばきスペース（ローディングポケット）などは，周辺部には見当たらない状況にある． 

・ 一方で，大街道電停の北側に位置する松山ロープウェー商店街（地点 A-4）においては，

ロープウェーの駅までの区間において，一方通行の道路に一部歩道幅が減らし 4 か所の

路上荷さばきスペース（ローディングポケット）が設置されている． 
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図4.8 松山市の中心市街地における基幹公共交通周辺の沿線状況と荷さばき状況 

 

 

図 4.9 松山市の中心市街地周辺における現況写真 
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4.2.2 長崎市 

長崎市の中心市街として多くのアーケード付き商店街が隣接する観光通電停付近から思案

橋電停付近を対象として，Google Street View を用いた机上調査により明らかになった物流・

貨物自動車対策の特徴を整理する． 

長崎市の物流・貨物自動車対策の特徴として，以下のような点が挙げられる． 

・ 図 4.10 と図 4.11 の地点 B-1 観光通電停付近から～地点 B-2 思案橋電停付近までの（国

道 324 号線）併用軌道の区間においては，路上での貨物自動車の荷さばき・搬出入活

動を可とする交通規制の緩和がなされている．朝 5 時から 11 時にかけて適応され

Google Street View においても，貨物自動車が荷さばき・搬出入活動をしている様子が

捉えられている．この付近は，長崎市の中心市街地にとなり，ベルナード観光通商店

街や長崎浜市商店街など存在しており，多くの貨物自動車が荷さばき・搬出入活動を

なされているものと思われる．さらにベルナード観光通商店街や長崎浜市商店街にお

いては，他都市の商店街と同様に午前中（詳細な時間帯は 5 時から 10 時）は荷さば

き・搬出入活動を行う貨物自動車の緩和がなされている． 

・ 路上荷さばきが緩和されている区間について，図 3.52 の道路交通センサス（令和 3 年

度）の昼間 12 時間交通量（上下合計）に着目すると，7796 台である．大型車に絞る

と 324 台となっており，昼間 12 時間大型車混入率は 4.2％となる．宇都宮市の大通り

の昼間 12 時間交通量は 12963 台（うち大型車は 1770 台，大型車混入率 12％）と比較

して，交通量としても半数程度となっている．  



 

63 

 
図4.10 長崎市の中心市街地における基幹公共交通周辺の沿線状況と荷さばき状況 

 

 

図 4.11 長崎市の中心市街地周辺における現況写真 
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4.2.3 熊本市 

熊本市の中心市街として多くのアーケード付き商店街や百貨店が隣接する通町筋電停付近

を対象として，Google Street View を用いた机上調査により明らかになった物流・貨物自動車

対策の特徴を整理する． 

 熊本市の物流・貨物自動車対策の特徴として，以下のような点が挙げられる． 

・ 図 4.12 の地点 C-1 に見られるように，片側 3 車線道路で併用軌道（軌道 2 線）の区間に

おいて，左レーンはバス専用レーン（6 時から 23 時）となっていることや駐停車禁止（6

時から 23 時）の運用のため，貨物自動車が路上にて荷さばき・搬出入活動を規制上でき

ない状況としている． 

・ 地点 C-3 や C-4 地点においては，道路空間上に路上荷さばきを可能とする荷さばきスペ

ースの設置がなされている．地点 C-3 においては 2 マスであり，時間指定（平日は 7－

12 時および 13－17 時，休日は 7－12 時および 13－15 時）により提供されている．地点

C-4 においては 2 マス分設けられ，時間指定（7－12 時および 13－17 時）の運用となっ

ている．特徴として，午後の時間帯についても荷さばき・搬出入活動する車両への供用

がなされている． 

・ 地点 C-3 や C-4 地点のどちらの荷さばきスペースとも対象となる貨物自動車は，最大積

載量にて 1.5t 以上かつ 3t 以下に限定されている．軽貨物自動車やワンボックス車，4t 貨

物自動車などは対象外となっている．そのため，該当しない貨物自動車は荷さばき・搬

出入活動のため路外の駐車場等を活用する必要がある．この中心市街地にて荷さばき・

搬入活動を行う貨物自動車すべてが対象とはなっていないため，限定的であり使いやす

い環境とは言いづらい現状にある． 
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図4.12 熊本市の中心市街地における基幹公共交通周辺の沿線状況と荷さばき状況 

 

 

図4.13 熊本市の中心市街地周辺における現況写真 
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５章 各都市の駐車対策施策 

本節では，前節まで対象とした地方都市における駐車場整地地区・付置義務駐車場につい

て整理する．本章では，宇都宮市と 5 都市（富山市，新潟市，松山市，熊本市，長崎市）を

比較する． 

5.1 駐車場整備地区・附置義務駐車場の状況 

駐車場法にて「構造及び設置の基準」の適用を受けるものは「一般公共の用に供する部分

の面積が 500 ㎡以上の路外駐車場」に適応され，自動車（道路交通法第二条第 1 項第 9 号に

規定する自動車）が対象となっている．本報告書では，主として図 5.1 の中から一般公共に

供する駐車場に関して，駐車場整備地区と附置義務駐車場に着目して各都市の特徴を分析し

ていく． 

 

 

図5.1 駐車場の区分 40） 

 

5.1.1 駐車場整備地区の定義 

駐車場整備地区とは，その対象とする駐車需要が広く一般の公共の用に供すべき基幹的な

もので，かつ，その位置に永続的に確保すべきものである場合に，都市計画に定められる路

外駐車場を示している．令和 2 年 3 月末現在，130 都市 170 地区で指定されている．設置
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主体としては公共団体，公社，公団，第 3 セクター，民間等とされている．40） 
具体的には駐車場整備地区は，駐車場法の第二章のなかで示されており，第三章では「都

市計画法の商業地域や近隣商業地域内などにおいて，自動車交通が著しく輻輳する地区また

は該当地区内の周辺地域内において道路の効用を保持し，円滑な道路交通を確保する必要が

あると認められる区域については，都市計画に駐車場整備地区を定めることができる」と記

載されている．この考えにより，地方公共団体は駐車場整備計画を策定し，路上駐車場の整

備，駐車場需要に応じるために必要な路外駐車場を整備することとなる．これらは自治体が

主導して設置する駐車場となる． 

駐車場整備計画の策定には，市町村が設定し，以下の主な 5 項目 42）が定められている． 

① 路上駐車場及び路外駐車場の整備に関する方針 

② 路上駐車場及び路外駐車場の整備の目標年次および目標量 

③ 目標量を達成するために必要な路上駐車場および路外駐車場の整備に関する施策 

④ 地方公共団体が設置する路上駐車場で駐車場整備地区内にある路外駐車場によっ

ては満たさない自動車の駐車需要に応じるための必要なものの配置および規模並

びに設置主体 

⑤ 主要な路外駐車場の整備に関する事業の計画概要 

 

5.1.2 附置義務駐車場の定義 

附置義務駐車施設とは，駐車場法にもとづく地方公共団体の条例（附置義務条例）を定め，

一定の地区内において，一定規模以上の建築物を新設等する場合に，設けることが義務付け

られている駐車施設のことである．附置義務駐車条例適応都市は全国で 197 都市（図 5.2）に

設定されている． 

標準的な附置義務駐車台数の台数は，表 5.1 のような原単位 44）が設けられている． 対象

地域と建築物の規模については，以下のように指針が示され，標準的な附置義務台数につい

て国が示している． 

① 都市計画に定められた駐車場整備地区内，商業地域内，近隣商業地域内で条例で定

める地区 

・ 延べ床面積が 2000 ㎡以上で条例で定める規模 

・ 延べ床面積が 2000 ㎡未満であるが特定用途（駐車場法施行令第 18 条）の延べ

面積が条例で定める規模 

② これらの周辺地域または自動車交通がふくそうすることが想定される地域内で条

例で定める地域 

・ 特定用途の延べ面積が，2000 ㎡以上で条例で定める規模 
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図5.2 全国の附置義務駐車条例適応都市 43） 

 

表 5.1 附置義務駐車条例の標準的な原単位指針 44） 

 

 

5.1.3 各都市における駐車場整備地区・附置義務駐車場の比較 

表 5.2 は，宇都宮市と 5 都市において，駐車場整備地区の設定の有無と，附置義務駐車場

の原単位を整理・比較したものである．これにより自治体が駐車車両の需要に対して傾向を

把握することができるものと考える． 

 駐車場整備地区は，宇都宮市以外の都市 5 都市においては設定されている状況にある．各

都市とも中心市街地を含む商業地域等を設定している傾向にある． 

 附置義務駐車場の原単位を比較することで，地域ごとの中心市街地における自動車の駐車
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需要を把握する．標準値に対しても 6 都市ごと駐車場台数の原単位が異なる状況にある． 

自動車の依存率が低い長崎市は国の標準値である 1 台/150 ㎡と高い原単位を採用している．

一方で宇都宮市より自動車利用率が高い富山市や新潟市では，1 台/300 ㎡～400 ㎡と自治体

独自の低めの原単位を用いている．さらに自動車依存度が高い熊本市は緩和傾向であり，6 都

市では最も高い 1 台/600 ㎡されている．熊本市の中心市街地の駐車場需要がそこまで高くな

いことからこのような設定値に影響していることが考えられる．  

そういった中で宇都宮市では，2023 年 4 月より，標準的な原単位から特定の中心市街地内

（都心環状線区域は，付置義務等を緩和できるエリア）を対象として，附置義務台数の緩和

を行われ，新潟市や松山市と同様な原単位を採用している． 

 以上のことから，地方都市ごとにそれぞれ特性に合わせた附置義務駐車場の原単位を採用

されている． 
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表5.2 駐車場整地地区・附置義務駐車場の比較 
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5.2 各都市における貨物自動車の荷さばき駐車施策 

5.2.1 宇都宮市 

宇都宮市では駐車場整備地区の設定はされていない．令和 5 年 4 月に附置義務駐車条例を

一部改訂（附置義務台数の緩和）と令和 5 年 10 月に敷地外附置（隔地）の隔地距離の見直し

がなされた．図 5.3 に示すように，3 環状線の最も内側で中心市街地を含む都心環状線内区域

内おいて，原単位の見直しがなされた．加えて従業員のエコ通勤など公共交通促進による附

置義務台数の緩和の取組による緩和率（表 5.3）も示された． 

敷地内で附置義務駐車場を確保している場合，図 5.4 に示すように，敷地内から離れた遠

都心環状線周辺（大通りを中心とした中心市街地を囲む範囲）の隔地の駐車施設を適応され

（令和5年 10月 1日施行：対象は「特定用途」及び「非特定用途」）附置義務対象施設の駐

車台数の緩和できる．これらは附置義務台数を少なくすることができる施策となっている．

なお，これらの施策は，貨物自動車に関する附置義務駐車等は触れられていない状況にある．  

 

 

図5.3 宇都宮市附置義務駐車条例の緩和対象範囲 45） 

 

表 5.3 宇都宮市附置義務駐車条例の原単位変化 45） 
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図5.4 宇都宮市 附置義務駐車の新基準における敷地外活用 45） 

 

5.2.2 富山市 

富山市の中心市街地の総曲輪地区・大手地区において，図 5.5 に示すように貨物集配中の

車両等に係る駐車規制の見直しがなされて，ローディングポケットが配置した施策が取り組

まれている．これは一般交通の安全と円滑を確保し，場所と時間を限定して貨物集配中の貨

物自動車等に配慮し駐車できるようにされている． 

 

図5.5 富山市における路上荷さばきスペース（ローディングポケット）の設置施策 46） 
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5.2.3 新潟市 

新潟市の駐車場整備地区は，商業地域・近隣商業地域などで自動車交通が著しくふくそう

する地区において，道路の効用を保持し，円滑な道路交通を確保するため定める地区と記載

されている． 

そういった中で，自治体のプレスリリースやホームページにて公開されている資料のなか

で，駐車場整備計画に関する内容は公開されていない．また特筆すべき駐車施策は示されて

いない状況にある． 

 

5.2.4 松山市 

図 5.6 のように松山市駐車場整備計画（2013 年 2 月版）においては，荷さばきスペースの

確保に向けては努力義務としている．荷さばき・搬入活動を行う貨物自動車への対応を図る

ため，附置義務条例化について検討を進めると明記されている．さらには，道路空間の再配

分による荷さばきスペースの確保を検討することにも言及されている． 

 

図5.6 松山市における物流・貨物自動車対策にむけた施策 47） 

 

5.2.5 長崎市 

長崎市は，駐車場整備計画を図 5.7 のように明確に示しており，設定している駐車場必要

台数より，供給台数が上回る状況にある． 

本報告書にて対象とする中心市街地のエリア（観光通電停）と設置場所は異なるが，整備

計画の基本方針の中で（図 5.8），道路空間を活用した荷さばきスペースの施策として，貨物
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自動車のスペースとタクシーベイと兼用してケースも挙げられる．これは，荷さばき車両の

路上駐車が目立ち，タクシーの客待ちや観光客案内などによる路上駐車が課題となっていい

たことから，幅員が確保された箇所にローディングポケットを設けている．運用上，荷さば

き車両を午前中（6 時から 12 時），タクシーはそれ以外の時間帯（12 時から翌朝 6 時）で分

けて，運用することで道路空間を有効的に活用している． 

 
図5.7 長崎市における駐車場整備計画 48） 
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図5.8 長崎市における物流・貨物自動車対策にむけた施策 49） 

 

5.2.6 熊本市 

熊本市では，図 5.9 のまちなか駐車場適正化計画中で，駐車場の活用施策の方針 50）を示し

ている．現在の実施内容として，共同荷さばきスペース等を確保することでの容積率の割増

が設定されている．検討段階の短期的な施策については，小規模駐車場の構造を整理するこ

とを目的として，荷さばき駐車場や障がい者等専用駐車場の促進を図るため，一定規模以上

の路外駐車場については確保を働きかける施策の策定（都市再生整備計画の策定）を進めて

いる．さらには，附置義務条例の改正の中で，荷さばき駐車場および障がい者等専用駐車場

の整備の義務付けるとともに，敷地内のみならず近傍に設置を可能とする処置の検討も進め

ている．中期的には，エリアごとに荷主．トラック運送事業者間の意向も踏まえた集配方法

や集配時間等の調整を行い，荷さばき等のルール化（場所・時間限定等）の推進を検討して

いる． 
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図5.9 熊本市における物流・貨物自動車対策にむけた施策 50） 

 

5.2.7 宇都宮市と各都市における貨物自動車の荷捌き駐車実態と対策のまとめ 

本章では，基幹公共交通機関が導入されている地方都市に着目して，各都市の物流・交通

政策の取組状況や中心市街地における交通施策について机上調査により特徴を分析してきた．

明らかになった中心市街地にて荷さばき・搬入活動を行う貨物自動車の対策と施策について

以下にまとめる． 

 

（１）中心市街地における荷さばき実態 

 ① 中心市街地の基幹交通が通行する道路上における荷さばき対策 

・ 富山市では，路面電車の併用軌道区間においては，駐停車禁止となっているが，バ

スの乗降，貨物の積卸しのための停車は除外されている．中心市街地においては大

型貨物車の通行規制を行っており，搬入は日中時間帯（9 時－18 時）での制限をす

るなど行っていた． 

・ 新潟市や松山市，熊本市では基本的に基幹公共交通が通行する道路上では荷さばき

活動はできない運用となっている． 

・ 長崎市は，午前中の時間帯においては，路面電車の併用軌道区間で貨物自動車の路
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上荷さばき・搬入活動を許容する交通規制がなされており特徴的である．道路交通

センサスの交通量をみると宇都宮などと比べて少ないことからも設定できている

ものと思われる．このような運用を他都市において行うためには，貨物自動車の利

用実態や一般の交通実態を調査して施策検討を行うことが求められる． 

 ② ローディングポケット等の設置状況 

・ 富山市や松山市，熊本市では，路上にローディングポケットの設置がされている．

これらの都市は．駐車施策にも明記されている．ただし，富山市や熊本市では中心

市街地の商業施設が立ち並ぶところから離れた場所にローディングポケットが設

けられている傾向にある．今後は効果的な施策となっているか，配置基準として適

切な距離等について実態調査により明らかにすることが求められる． 

 ③ アーケード付き商店街における貨物自動車の荷さばき対策 

・ 新潟市，長崎市と熊本市においては，午前中の時間帯制約があるもののアーケード

を持つ商店街内での貨物の搬出入活動のための停車は緩和されている状況にある． 

・ 新潟市のふるまちモールでは，アーケード商店街のなかにローディングポケットを

設けるなどの対策が実施されている． 

 

（２）駐車場整備地区・付置義務駐車条例 

駐車場整備地区は，宇都宮市以外の都市 5 都市において設定されている．松山市や長崎市，

熊本市では駐車場整備計画に荷さばき貨物自動車について何らかの施策が明記されている．

駐車場整備地区や商業地域等を対象にして附置義務駐車場の設置基準が定められているが，

対象の 6 都市においては，附置義務駐車台数の原単位が異なる状況にあることがわかった．

自動車の依存率が低い長崎市は標準値と同じく 1 台/150 ㎡と高い傾向であった．路面電車は

あるが自動車利用率の高い熊本市は 1 台/600 ㎡と低めの設定値となっている． 

これらに対して，自動車依存度の高い宇都宮市は 2023 年 4 月より，特定の中心市街地内

（都心環状線区域）を対象に附置義務台数の緩和がなされている．今後中心市街地への LRT

の乗り入れされているため LRT 導入により公共交通の利用率が高まると推定される．長崎市

などは標準値とされていることから原単位を低く設定するだけではなく，利用実態をはじめ

として，他都市が設定している原単位や交通施策も参考に駐車施策の検討を行う必要がある

ものと考えられる．  

 

（３）荷さばき車両対策 

荷さばき・搬出入活動を行う貨物自動車への対策として，各都市の施策の中ではあまり触

れられていない状況にある．富山市，松山市，長崎市，熊本市においては施策について明記
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されている．これらは主にローディングポケットの設置が主であるが，熊本市では路外の荷

さばきスペースの促進に向けてインセンティブを付与する施策方針が示されている． 

・ 宇都宮市：特になし， 

・ 富山市：中心部に 2 か所（計 4 台分）のローディングポケットの設置がなされている． 

・ 新潟市：特になし． 

・ 松山市：駐車場整備計画に荷さばき車両対策について明記あり． 

・ 長崎市：路上のローディングポケットによる対策． 

・ 熊本市：路外の荷さばきスペースの促進（インセンティブの付与）． 

 

以上のより，安心・安全な交通まちづくりを進めていく上で，利用実態や駐車場需要に沿

った原単位の設定や民間の路外駐車場を含めて活用した駐車場施策を進める必要があるもの

と考えられる．中心市街地における駐車場の整備計画や施策の検討においては，一般車の駐

車施策のみならず，比較対象にした地方都市等を参考にしながら荷さばき・搬出入活動を行

う貨物自動車の物流実態に沿った施策検討，荷さばきスペースの確保や地域ルールの策定を

行っていくことが求められる． 
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６章 宇都宮市の中心市街地における路外駐車場の 

現状整理 

6.1 本章の目的 

宇都宮市は，附置義務駐車場の一部を緩和することで，駐車場の適正化を図ろうとしてい

る．加えて，宇都宮市は，2030 年代前半に駅西側の LRT 開業を目指しており，駅西の中心市

街地の交通戦略として駐車場の整備が早急に必要と考えられる．そこで本研究では，宇都宮

市の中心市街地における駐車場の実態を把握することを目的とする． 

 

6.2 駐車場の分類と整備状況 

6.2.1 駐車場の分類 
駐車場の分類を図 6.1 に示す．車を駐める場所として車庫のような保管場所と駐車場所に

分類される．駐車場所は，道路の路面外か路面上かで分けられ，路面外の駐車場は一般公共

の用に供するものと専用的に利用されるかで分類される．一般公共の用に供する駐車場は，

百貨店の来客用駐車場といった附置義務駐車場施設，都市計画区域内で設置される 500m2以

上の時間貸し駐車場といった届出駐車場，500m2 未満のコインパーキングなどのその他の駐

車場，都市計画上必要な駐車場などの都市計画駐車場，道の駅などの道路管理会社が整備す

る駐車場に分類される．専用的に利用される駐車場は，ホテル宿泊者専用の駐車場といった

附置義務駐車施設や，月極駐車場などの専用駐車場に分類される．路面上の駐車場は，路上

駐車場とパーキングチケット・パーキングメーターに分類される．路上駐車場は，駐車場整

備計画が定められた場合において，地方公共団体が設置するものだが置箇所はさほど多くな

い．パーキングチケット・パーキングメーターは都市部で見られ，長時間駐車できるコイン

パーキングと違って，短時間の駐車のために設置してあり，駐車時間が 60 分を過ぎると違

法駐車になってしまう．また，駐車できる時間が決まっており，いつでも利用できるという

わけではない． 
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図6.1 駐車場の分類 1) 

 

6.2.2 駐車場の整備状況 

令和 2 年度末の分類別駐車場総供用台数の整備状況を図 6.2 に示す．駐車場総供用台数は

543.9 万台となっており，その中には駐車面積が 500m2未満のコインパーキングや，特定の人

が利用する駐車場は含まれていない．日本経済新聞によると 2)，パーク 24 の推計では，500m2

未満のコインパーキングや特定の人が利用するような月極駐車場を含めた総供用台数は約

700 万台あるといわれている．このことから考えると，150 万台近くの駐車面積が 500m2未満

のコインパーキングや，特定の人が利用する駐車場が存在していると考えられる． 

 

 

図6.2 分類別駐車場総供用台数 1) 
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6.3 宇都宮市における駐車場の概況 

6.3.1 対象とする駐車場 

本研究では，対象とする駐車場を時間貸し（コインパーキング）と月極め駐車場の 2 種類

とする．駐車場法の適用外となる 500m2未満のコインパーキングや月極め駐車場を経営する

には特別な資格や届出等もする必要が無く，比較的簡単に駐車場を整備することができる．

そのため，必要以上の駐車場を供給している恐れがある．宇都宮市の中心市街地の駐車場実

態に関する研究 5)では，宇都宮市の中心市街地を対象に，平成 28 年 6 月に直接現地確認しな

がら駐車場の実態把握を行っている（図 6.3）．その結果，駐車場の箇所数うち 90%近くが時

間貸し駐車場と月極め駐車場が占めていることから，これら 2 つの駐車場を対象とする． 
 

 
図6.3 駐車場の種類と駐車可能台数 3) 

 

6.3.2 研究対象範囲の概要  

本研究では，栃木県宇都宮市の中心市街地を研究対象とし，範囲を図 6.4 に示す．対象範

囲の中央を東西に貫く大通りに，LRT 延伸が計画されている．なお，H29 年に行われた中心

市街地における土地の有効活用に向けた基礎調査（平成 28 年度）と R4 年に行われた JR 宇

都宮駅西側 LRT 事業化計画策定調査＜駐車場利用台数等交通実態調査＞とが重なる範囲を

研究対象範囲とした． 
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図6.4 研究対象範囲 

 

6.3.3 建物用途の変化 

建物用途の変化を図 6.5 に示す．H29 年は 2664 軒であったのに対し，R4 年は 2497 軒と建

物は減少している．内訳で見てみると H29 年から R4 年にかけて，商業施設と業務施設が減

少し，店舗等併用住宅と商業系用途複合施設は増加していたことが分かった． 

 
図6.5 全体の土地利用の変化 
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6.3.4 駐車場の変化 

本研究では H29 年と R4 年の駐車場データを用いるが，H29 年と R4 年の駐車場データの

両方にあるものを「変化なし」，H29 年にはなく R4 年の駐車場データにあるものを「新設」，

H29 年にあるものに R4 年で形が変わり大きくなった駐車場データを「増設」，H29 年にはあ

り R4 年にはない駐車場データを「廃止」と表す．変化状況を図 6.6 に示す．また全体での形

態別集計結果を表 6.1 に示す．H29 年から R4 年にかけて駐車場箇所数は，時間貸し駐車場は

35 箇所，時間貸し月極併用駐車場は 1 箇所増加し，月極駐車場は 11 箇所減少し，合計で 25

箇所増加していたことが分かった．駐車場面積は，時間貸し駐車場は 24806m2，時間貸し月

極駐車場は 278m2 増加し，月極駐車場は 4213m2 減少し，合計で 20871m2 増加していること

が分かった．駐車収容台数は，時間貸し駐車場は 1681 台，時間貸し月極併用駐車場は 13 台

増加し，月極駐車場は 100 台減少し，合計で 1594 台増加していることが分かった．利用率

は，時間貸し駐車場，時間貸し月極併用駐車場は午前よりも午後の方が高く，月極駐車場は

変わらなかったことが分かった． 
全体での面積別駐車場箇所数の変化を図 6.7 に示す．H29 年から R4 年にかけて，0～200m2

の駐車場は減少し，200～400m2，400～600m2，600～800m2，800～1000m2，1000～1500m2，

1500～2000m2，2000m2～の駐車場は増加していることが分かった． 

H29 年と R4 年の種類別全体の面積別駐車場箇所数を図 6.8，図 6.9 に示す．H29 年におい

ては 0～200m2の駐車場は時間貸し駐車場より月極駐車場の方が多かったが，R4 年において

月極駐車場より時間貸し駐車場の方が多くなっており，0～200m2 の駐車場が減少したのは，

H29 年から R4 年にかけて月極駐車場の箇所数の減少数が時間貸し駐車場の箇所数の増加数

を上回ったことであることが分かった． 
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図6.6 駐車場の変化状況 

 

表 6.1 全体の形態別集計結果 

 

 

H29 R4 H29 R4

時間貸し 184 219 68378 93184

月極 148 137 38926 34713
時間貸し月極併用 6 7 13637 13915

合計 338 363 120941 141812

駐車場箇所数 駐車場面積(m2)

H29 R4 AM PM

時間貸し 3485 5166 49% 63%

月極 1566 1466 44% 44%
時間貸し月極併用 540 553 48% 58%

合計 5591 7185

駐車収容台数 R4駐車利用率
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図6.7 全体の面積別駐車場箇所数の変化 

 

 

図 6.8 H29年種類別全体の面積別駐車場箇所数 
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図6.9 R4年種類別全体の面積別駐車場箇所数 

 

6.4 駐車場の転換前後の土地利用 

本節では，駐車場へと転換する前の土地利用と，駐車場から転換した後の土地利用を明ら

かにする．転換する前の土地利用に関しては，新設した駐車場のデータと平成 28 年度の宇都

宮市都市計画基礎調査の建物利用現況のデータが重なった建物用途を駐車場への転換前の建

物とした．新設した駐車場のデータと平成 28 年度の宇都宮市都市計画基礎調査の建物利用

現況のデータがないところに重なった場合に関しては「空地」から転換したこととする．新

設した駐車場の分布を図 6.10，平成 28 年度の宇都宮市都市計画基礎調査の建物利用現況の

分布を図 6.11 に示す．転換した後の土地利用に関しては，廃止された駐車場のデータの位置

に実際に行き，目視で確認した．また，土地利用が分からない際には，令和 3 年度の宇都宮

市都市計画基礎調査の建物利用現況のデータを用いた．廃止した駐車場の分布を図 6.12，令

和 3 年度の宇都宮市都市計画基礎調査の建物利用現況の分布を図 6.13 に示す． 
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図6.10 新設した駐車場の分布 

 
 

 
図6.11 建物利用現況（平成28年度）の分布 
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図6.12 廃止した駐車場の分布 

 

 
図6.13 建物利用現況（令和3年度）の分布 
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6.4.1 駐車場転換前 

駐車場へ転換前の土地利用を図 6.14 に示す．最も転換前の土地利用として多かったのは空

地であった．次に多かったのは商業施設と運輸倉庫施設であった．また，比較的大きな新設

の駐車場は，複数の土地利用から駐車場へと転換しているところがみられた． 

 
図6.14 駐車場への転換前の土地利用 

6.4.2 駐車場転換後 

駐車場から転換後の土地利用を図 6.15 に示す．最も転換後の土地利用として多かったのは

月極駐車場閉鎖であった．これは，月極駐車場だったのが今は，使われていないという状況

で，今後何かしらの建物を建てようとしており，そのために閉鎖したのではないかと考えら

れる．次に多かったのは空地で，これも今後何かしらの建物を建てると考えているため，駐

車場から空地へと転換したのではないかと考えられる． 

 
図6.15 駐車場から転換後の土地利用 
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6.5 宇都宮市の駐車場の状況 

・ 駐車場箇所数は増加傾向であることが分かり，時間貸し駐車場は増加，月極駐車場は減

少傾向であることを示せた．  

・ 新設された時間貸し駐車場のうち 0~600m2の駐車場が約 7 割と比較的小さな時間貸し駐

車場が新設したことが明らかとなった． 

・ 廃止された駐車場のうち 0~200m2の駐車場が約 6 割と比較的小さな月極駐車場が廃止さ

れたことが明らかとなった． 

・ H29 年から R4 年にかけて時間貸し駐車場の駐車収容台数は 1500 台以上増加しており，

全体の駐車収容台数は増加していることが明らかとなった． 

・ H29 年において商業施設が最も多かったが，R4 年にかけて住宅が最も多い土地利用とな

った 
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7 章 おわりに 

本研究では，地方都市においては駐車政策や荷捌き貨物車対策についての検討が弱いこと

を再認識した。また，宇都宮市の中心部に多くの路外駐車場が点在していることを定量的示

すとともに，LRT が延伸されるにあたり荷捌き貨物車対策など改めて議論が必要であること

などの重要な知見を得ることができたと考える。 

 宇都宮市では，現状，路外駐車場や荷捌き駐車などが問題となっていない東側区間である

ことから現状では課題となっていないが，今後延伸が検討さている西側区間では，路外駐車

場，荷捌き貨物車対策などの議論が必要となると考える．加えて中心部における物流実態な

どを分析する必要があると考える． 
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